












































淡路大震災が起こった 1995 年と 2011 年の大災害が生じた年度は突出しているが、他
の年度に変化はない。2011 年の 6,500 円から翌年 2012 年には 2,600 円と平準的な数値


















図 2　社会生活基本調査 2011 年月別寄付額（円）
（総務省「社会生活基本調査」より筆者作成）　 　　　
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までの実績がある。本センターは、2010 年度、2 億円の収入規模（2009 年度 1.6 億円）
であり、震災前より活発に地域との信頼関係を築いていた。さらに、地域の市民活動
を応援する基金 （4）を設立するなど、全国の NPO センターの中でも先駆的な活動を行っ
ていた中間支援団体の 1 つであった。










害緊急支援金は総額 1,200 億円であった。内訳は、企業から提供された 900 億円と、
従業員や顧客による 300 億円からなる。本調査は支援活動を通じて導出した課題を挙
げている。それは、企業と NPO が協働作業を行う上で生じるものであった。
「多額の支援金を適時適切に NPO ／ NGO 等にマッチングする難しさ」、
「政府・地方自治体、製造・輸送・流通事業者、NPO ／ NGO を含めた、迅速かつ効
率的な救援物資の調達・配付に係る総合的な仕組み」、
「企業が独自にボランティアプログラムを企画・実施する場合の派遣先の選定、企業、








「自治体や NPO ／ NGO 等との連携」、
「地元経済の自立的な復興を促す支援活動に力点を移す必要」、
「地元に根差した NPO 等の育成」、
「NPO ／ NGO 等への寄付を通じた被災事業者等への支援」
今後の検討課題としては、
NPO ／ NGO 中間組織の機能強化、
企業・団体間における被災者・被災地支援活動に係る連携促進策、
経済界における支援活動に対する第三者からの評価の仕組み作り、
NPO ／ NGO の通常活動への寄付など平時から行っている社会貢献活動が低下しな
いような配慮
などが挙げられた。






の 3 つの活動がそれぞれ 3 割を超えており、主な企業の支援活動であったことがわか
る。そして、心のケアがこれに続く。対して、社会的弱者、NPO の中間支援組織への











法人の国際交流センター（2014）は、この 3 年間を通して実施した調査 （7） から、米国





次に、復興庁は 2011 年から毎年「復興支援活動を行う NPO 等が活用可能な政府の
財政支援」を発表しているため、公的な復興資金についても言及しておきたい。
政府は、2011 年 6 月 24 日に成立した東日本大震災復興基本法に復興庁設置を定め、
2012 年 2 月 10 日に復興庁を創設した。期間を 10 年間と定め、復興にむけた多様な施
策を立案実施する。各省庁の取り組みに沿って NPO 等が活用できる分野があるため、
分野は多岐にわたっているが、「人への投資、社会的弱者支援、協働による支援体制






表 2　NPOが活用可能な政府の財政支援 予算（億円）（2014 = h 25 補正、h 26 予算）
2014 2013 2012 担当省庁
「新しい東北」先導モデル事業 14.8 9  ─ 復興庁
NPO 等の運営力強化を通じた復興支援事業 2.5 2.6  ─ 復興庁、内閣府
復興教育支援事業 0.5 0.95 復興庁、文科省
復興支援員（地域内外の人材） 特別交付税措置 総務省
地域福祉等推進特別支援事業 150 250 厚労省
地域人づくり事業（女性、若者無業者、 
シニアのエンパワーメント） 1,020  ─ 厚労省
被災地の社会的課題解決事業支援補助金 1.2 2 2 復興庁、経産省
多様な主体による地方部の地域づくり活動
支援体制構築事業 0.3  ─ 国交省
地域生物多様性保全活動支援事業 1.3 1.9 2.1 環境省







































































































（1） 内閣府「東日本大震災に係る災害ボランティア活動の実態調査」（平成 24 年）  
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/volunteer/pdf/120625jittaichousa.pdf
（2） https://www.musicsecurities.com/blog/pdf/c2571852650f86d2e33f4c96f0a3e53f.pdf/
（3） 2014 年 7 月 1 日、公益財団法人として認定
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